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１．研究の目的

地域食堂はなぜ注目されているのか。名称

からして固有の存在をアピールするほどのも

のはない。家族経営で地域に親しまれながら

存在している食堂経営とはどこが違うのかと

いう疑問に答えることは難しい。後述するよ

うに，地域食堂やコミュニティ・レストラン，

コミュニティ・カフェは，厳密な定義がなく，

統計上，活動数を確認することも難しい現状

にある。「全国の『コミュニティカフェ』一

覧」は，公益社団法人長寿社会文化協会が２０１０

年に発行した『コミュニティカフェネットワー

ク・ガイドブック２０１０』を参照してコミュニ

ティ・レストラン，コミュニティ・カフェ等

の一覧を web上に作成したものである。こ
れらのリストの中には閉店している所も含ま

れているため，正確な数値は把握できない。

また名称も地域食堂等の名称を使わず，コミュ

ニティ・レストランの理念の元に運営してい

る個人や団体も多く存在している。

一方，食でつながる人々の関係性は，農福

連携による農作業を障がい者の就労支援事業

に取り入れて，食品加工・販売および食堂経
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�Abstract�
Research and Classification of Community Restaurants as Local
Social Businesses

This paper focuses on the activities of community restaurants
in local communities and classifies the management types based
on a mail survey and follow�up interview. The mail survey was
sent to ��� organizations in March ����, and the �� responses
were analyzed in this paper. The mail survey revealed that
many of those community restaurants were established and man-
aged by not�for�profit organizations. Also, these organizations have
a mission of solving local problems such as restoring local life and
promoting improved diets. The most frequent users were those
who could visit on foot, people over �� years old, and females.
The restaurants provided meals and space for having a relaxing
chat, and such activities were classified into five types according
to this survey. In order to expand these activities, such restau-
rants need more support from the local government in order to
lessen the burden of fixed costs such as personnel expenses
through the cooperation of financial and institutional aid from the
public sector. Furthermore, the management would be expected
to provide more employment opportunities for the aged as well
as the handicapped.
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営事業など多様な展開にみられる（杉岡ら

２０１４）。サロン活動の取り組みも人が集まる

際のメニューのなかに会食を含むものも多い。

ただし，食堂経営となると月に１，２回の取

り組みや週１回程度のものが大半であり，固

定客の読みをつかめない飲食関係の事業は食

材の管理や営業あるいは光熱水費や事務所の

経費・人員配置を含めて経営は簡単ではない。

そのため，多くの食堂は黒字になることはな

く，慢性的な運営難にあるといえる。けれど

も食の重要性は社会的孤立の問題とあわせて，

精神的な安定や健康状態に影響のあることや

複合的な人々の関わりを可能にすることを通

じてネットワーク形成に結びつくことが指摘

されている。

例えば，認知症カフェは新オレンジプラン

で２０１６年度からすべての市町村で「認知症地

域支援推進員」等によって運営されることに

なっており，地域の居場所づくりの実践のな

かに食を介したつながりが求められている。

介護保険制度改正に伴い，地域住民の主体的

な活動として生活支援サービスを進めること

になるが，そのなかには，世代間交流を促す

サロン活動，配食サービスなどが含まれてお

り，担い手の確保（雇用の拡大），サービス

提供拠点として地域食堂が多元的な機能を発

揮することが期待されることになる（杉岡ら

２０１５）。

地域食堂はこれまで実践的な事例が多く報

告されてきたが（世古２００７；杉岡２０１３など），

これらを運営方法に基づいて類型化を図り分

析することで新たな課題の発掘と展開を図る

ために，地域食堂を対象におこなったアンケー

ト調査結果を分析し，運営形態別に特徴と課

題を考察することを目的としている。

２．研究の対象と方法

地域食堂は，個人や NPO法人，任意団体
などが比較的小規模で非営利のもと運営する

食の提供を通じた地域住民の居場所づくりを

めざす市民事業型の活動が多い（世古２００７；

片山ら２０１２など）。世古一穂氏が立ち上げた

元祖地域食堂というべき「コミュニティ・レ

ストラン」プロジェクトは，「障がいのある

なしにかかわらず地域で生き，地域で自立し

て暮らすためのもう一つのしごとの場づくり」

「コミュニティビジネスとしての NPOの起
業」などを目指したものである。地域に根を

下ろすレストランでインターンとして働きな

がら仕事を覚え，地域でそれぞれのテーマに

合わせたコミュニティ・レストランを開店し

ていくという理念に基づく活動としてスター

トした。

最近では，食堂での食事提供だけでなく，

配食やサロン活動，朝市，デイサービス事業な

どを含めたコミュニティの再生を目的にして

取り組まれている（NPO法人 高齢社会の

食と職を考えるチャンプルーの会２００３，２００９；

浅草２０１１；杉岡ら２０１５など）。ただし，来

客数に応じた採算の見通しを立てることが難

しく，そのことによって担い手を常用雇用す

ることができず，ボランティア化している

（津野ら２０１４；菅原２０１４；中村２０１５）な

ど，理念先行型でスタートさせてもそれを持

続させていく課題点が浮き彫りとなっている。

本研究では，こうしたコミュニティ・レス

トラン（地域食堂，コミュニティカフェ等の呼

称を含む）を運営する目標や理念として食の

提供を通じて住民の居場所づくりの機能を果

たし，地域福祉を推進する意図を持つとみな

せるものを地域食堂として捉えることとする。

コミュニティカフェを対象に実施されたア

ンケート調査をみると，運営主体は個人や

NPO法人，任意団体などが一般的である
（大分大学福祉科学研究センター２０１１；倉

持２０１４）。活動目的としては，食に関心のあ

る人，仲間づくりをしたい，経済的自立をは

かりたい，地域で働く場がほしいという多様

な人々のニーズに合わせた仕事の開発（浅草

北 星 論 集（社） 第５３号

― 2―



度 数 パーセント

自治体 ３ ６．８％

NPO法人 ２４ ５４．５％

社会福祉法人 ４ ９．１％

企業 １ ２．３％

商店街 １ ２．３％

個人 ４ ９．１％

有志 ４ ９．１％

民間事業者 ２ ４．５％

その他（合同会社） １ ２．３％

合 計 ４４ １００．０％

度 数 パーセント

NPO法人 ２６ ５９．１％

社会福祉法人 ４ ９．１％

個人 ６ １３．６％

有志 ３ ６．８％

民間事業者 １ ２．３％

その他（合同会社，
ワーカーズコレク
ティブ等）

４ ９．１％

合 計 ４４ １００．０％

２０１１）や NPOが地域の課題の解決を図る
ツールとして障がい者やひきこもりの人たち

などの就労支援として取り組まれる事例（近

藤２０１３）が報告されている。

本研究は，地域食堂を対象にしたアンケー

ト調査の分析結果と筆者らの聞き取り調査結

果およびネット上で逐次更新をする全国の

「コミュニティカフェ」一覧（http：／／ta
takauoyaji．com／Closeup／Network／commu
nity_cafe．htm），長寿社会文化協会が管理し
ている「全国コミュニティカフェ・ネットワー

ク」http：／／blog．canpan．info／com�cafe／等
各種データベースを参照して，地域食堂運営

形態の類型化を試みる。

倫理的配慮

日本社会福祉学会研究倫理指針にしたがい，

対象事例およびアンケートならびに聞き取り

調査協力者に対してはプライバシーに配慮し

て調査の実施およびとりまとめをおこなった。

３．調査結果

� 郵送アンケート結果
１）方法

郵送調査の期間は，２０１５年２月１０日～３月

３０日にかけて実施した。「全国の『コミュニ

ティカフェ』一覧」から本研究の趣旨に合う

「食の提供を通じて住民の居場所づくりの機

能を果たし地域福祉を推進する意図を持つ」

とみなせる地域食堂（「コミュニティレスト

ラン」，「地域食堂」，「コミュニティカフェ」

等）を検索し，１００か所を対象として郵送調

査を実施した。有効回収数は４４であり，この

データを入力して回答を分析した。

２）アンケート結果

①地域食堂の設置と運営

地域食堂の設置や運営はどのようになされ

ているのか？法人の形態や内容について設問

を立てた結果は，設置主体（５４．５％），運営

主体（５９．１％）と NPO法人が最も多い。先

の大分大学福祉科学研究センター（２０１１）や

倉持（２０１４）の調査では，NPO法人の運営
は約４割，個人が約３割となっている。本調

査対象となった地域食堂は，NPO法人によ
る非営利活動の一環として取り組んでいるこ

とが分かる（表１，表２参照）。

表１ 地域食堂の設置主体

表２ 地域食堂の運営主体

②地域食堂の活動目的（複数回答）

活動目的をみると，人口減少のなか課題と

なっている「地域の活性化（賑わいの創出や

居場所づくり等）」（８６．４％）および「高齢者

の食生活支援」（５０％）が関心の中心となっ

ている。また，子どもを意識した「住民の食

育支援」（３６．４％）や「世代間交流」（３１．８％）

あるいは「障がい者の雇用」（２９．５％）など，

大半の地域食堂はその地域で起きている課題

に対する取り組みを意識している（表３参照）。

③地域の特性

地域食堂の立地としては，利用者の分布に

よるが「住宅街」（４４．２％），あるいは「商店

街」（３７．２％）が大半を占めており，郊外や

農山漁村はあわせて１割程度となっている

（表は省略）。
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度 数 パーセント

１０人未満 ３ ６．８％

１０～２０人未満 １１ ２５．０％

２０～３０人未満 １９ ４３．２％

３０～４０人未満 ６ １３．６％

４０～５０人未満 ３ ６．８％

５０人以上 ２ ４．５％

合 計 ４４ １００．０％

④地域食堂の収容人数

建物の規模は，３０人（席）未満が大半を占

め（７５％），来店者の様子が把握できる範囲

の展開になっている。なお，収容人数が５０人

を超える地域食堂の中には，商業地にあり集

客を狙ったものや食堂内に小上がり席を用意

して子どもたちの遊ぶスペースを確保してい

るものがある（表４参照）。

表４ 地域食堂の収容人数

⑤地域食堂で提供しているメニュー（複数回

答）

提供メニュー（事業）についてみると，食

堂としての機能（食事の提供（９７．７％），飲

み物の提供（８８．６％））のほか，地域住民や

障がい者施設等が製作した小物や雑貨などの

販売（５２．３％），サロンの開催（４７．７％）と

いった居場所づくりにも貢献しており，多目

的なサービス・事業内容になっていることが

分かる（表５参照）。

⑥通常の営業日とスタッフ数

営業日は，週５回（２７．９％），週６回（１６．３％），

毎日（１１．６％）の順に多い。営業時間は，７

時間（２０．５％），６時間（１５．９％）程度であ

る（表は省略）。また，スタッフについては，５

人（１３．２％），６人（１０．５％）で，営業日に仕

事をしているスタッフは平均５人で少人数運

営が基本となっている（表は省略）。

⑦協力関係にある組織や団体（複数回答）

協力関係にある団体としては，社会福祉協

議会（４３．２％），福祉施設（４０．９％），自治体・

サークル・NPO（３６．４％）が挙がっており，
事業の協力関係あるいは営業の対象（配食サー

ビスの対象など）を含めて特定の団体に偏る

ことなく，多様なつながりがみられる。むろ

んそのことは，経営基盤が安定しているとい

うよりは，複数の団体に働きかけながら事業

運営を図る実態が浮き彫りになっているとい

える（表６参照）。

⑧連携希望団体（複数回答）

今後，連携や協力関係を深めたい組織や団

体 は 自 治 会・町 内 会（５６．１％），自 治 体

（４６．３％），教育機関（４３．９％）の順に多く

なっている。こうしてみると，自分たちの周

りの住民団体が第一義的な協力関係として期

表３ 地域食堂の活動目的（複数回答） 表５ 地域食堂の事業メニュー（複数回答）

応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

食育支援 １６ １０．６％ ３６．４％

地域活性化 ３８ ２５．２％ ８６．４％

商店街空き店舗対策 ８ ５．３％ １８．２％

高齢者食生活支援 ２２ １４．６％ ５０．０％

障がい者雇用 １３ ８．６％ ２９．５％

世代間交流 １４ ９．３％ ３１．８％

地産地消 １８ １１．９％ ４０．９％

配食 １０ ６．６％ ２２．７％

その他（介護予防，子育て支援等） １２ ７．９％ ２７．３％

合 計 １５１ １００．０％ ３４３．２％

応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

飲み物 ３９ １３．３％ ８８．６％

食事 ４３ １４．７％ ９７．７％

食品等販売 １９ ６．５％ ４３．２％

配食 １０ ３．４％ ２２．７％

小物等販売 ２３ ７．８％ ５２．３％

委託販売 １５ ５．１％ ３４．１％

加工製品販売 ９ ３．１％ ２０．５％

創作物等の展示販売 １９ ６．５％ ４３．２％

コンサート開催 １９ ６．５％ ４３．２％

教室等開催 ２２ ７．５％ ５０．０％

サロン ２１ ７．２％ ４７．７％

相談 ９ ３．１％ ２０．５％

情報提供 １９ ６．５％ ４３．２％

スペース貸し出し １９ ６．５％ ４３．２％

その他（うたごえカフェ，
求人情報，学習支援，子
どもの遊び場，観光客の
休憩所等）

７ ２．４％ １５．９％

合 計 ２９３ １００．０％ ６６５．９％
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応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

自治体 １９ １１．１％ ４６．３％

自治会町内会 ２３ １３．５％ ５６．１％

商店街 １３ ７．６％ ３１．７％

サークル １５ ８．８％ ３６．６％

教育機関 １８ １０．５％ ４３．９％

地域包括支援センター １６ ９．４％ ３９．０％

社会福祉協議会 １４ ８．２％ ３４．１％

福祉施設 １１ ６．４％ ２６．８％

医療機関 １０ ５．８％ ２４．４％

NPO １０ ５．８％ ２４．４％

民間企業 １２ ７．０％ ２９．３％

その他 ５ ２．９％ １２．２％

特になし（農業生産者，
老人会等） ５ ２．９％ １２．２％

合 計 １７１ １００．０％ ４１７．１％

度 数 パーセント

１０人未満 ５ １１．４％

１０～２０人未満 ２０ ４５．５％

２０～４０人未満 １３ ２９．５％

４０～６０人未満 ４ ９．１％

８０～１００人未満 ２ ４．５％

合 計 ４４ １００．０％

待している一方，行政関係の支援を求める意

向が強いといえる（表７参照）。

表７ 連携希望団体（複数回答）

⑨地域食堂の広報について（複数回答）

広報の方法は，口コミ（７５％）やホームペー

ジや SNSで紹介している（６８．２％）があり，
チラシを配付するところは半数程度であった。

また，広報活動をおこなっていないところは

１か所のみであった（表８参照）。

⑩地域食堂の利用者数（１日の平均利用者数）

利用者数についてみると，１０人～２０人未満

（４５．５％）が約半数であり，２０人～４０人未満

（２９．５％）となっている。１０人未満というの

も１割程度はあるが，コンスタントに利用者

が来るには，３０人以上の常連客がいても毎日

来る利用者はせいぜい３分の１程度である。

そのため人数が多いというのは，配食サービ

ス等の弁当配達などの利用者が固定的に見込

める体制になっている背景が想定される（表

９参照）。

表９ 地域食堂の利用者数

⑪利用者数の増減・利用者の特徴

利用者数の増減については，「あまり変わ

らない」（６３．３％）が，徒歩圏内の地域住民

（７７．３％）で女性（７７．３％）が多く，年齢層

では６０歳代（８３．７％），５０歳代（６５．１％），７０

歳代（５５．８％）の順に多い（表は省略）。

⑫建物の所有関係と改修（複数回答）

建物の所有関係をみると，設置者の自己所

有（３２．６％），その他＜貸店舗・元病院・民

間施設の一部等＞（２７．９％）となっており，

公共施設は意外に少ない（１１．６％）（表１０参

照）。また，建物を食堂として利用するため

にどのような改修をしたのかを質問すると，

「内装の改修」（６８．３％）および「水回りの

改修」（６５．９％）が圧倒的に多く，外装や新

築等は限定されている。これは，地域食堂と

しての活動をするためには，水回りや内装の

改修は不可避であるが，外装となると借り上

げ条件等に制約があるものが多いためと想定

される（表１１参照）。

表６ 協力団体（複数回答）

表８ 地域食堂の広報（複数回答）

応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

チラシ ２４ ２５．０％ ５４．５％

インターネット ３０ ３１．３％ ６８．２％

口コミ ３３ ３４．４％ ７５．０％

その他（新聞テレビの取材等） ８ ８．３％ １８．２％

特になし １ １．０％ ２．３％

合 計 ９６ １００．０％ ２１８．２％

応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

自治体 １６ ９．９％ ３６．４％

自治会町内会 １４ ８．６％ ３１．８％

商店街 １３ ８．０％ ２９．５％

サークル １６ ９．９％ ３６．４％

教育機関 ９ ５．６％ ２０．５％

地域包括支援センター １１ ６．８％ ２５．０％

社会福祉協議会 １９ １１．７％ ４３．２％

福祉施設 １８ １１．１％ ４０．９％

医療機関 １１ ６．８％ ２５．０％

NPO １６ ９．９％ ３６．４％

民間企業 ７ ４．３％ １５．９％

その他（生協，農家，老人会等） ６ ３．７％ １３．６％

特になし ６ ３．７％ １３．６％

合 計 １６２ １００．０％ ３６８．２％
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応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

内装改修 ２８ ３２．９％ ６８．３％

外装改修 １３ １５．３％ ３１．７％

構造補強 ５ ５．９％ １２．２％

水回り改修 ２７ ３１．８％ ６５．９％

その他（新築，台所整備等） ７ ８．２％ １７．１％

特になし ５ ５．９％ １２．２％

合 計 ８５ １００．０％ ２０７．３％

応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

自分たちで出資 ２１ ３３．９％ ５２．５％

寄付 ５ ８．１％ １２．５％

助成金等 １８ ２９．０％ ４５．０％

借り入れ ５ ８．１％ １２．５％

その他（私募債，NPOで
出資，出資者募集等） １３ ２１．０％ ３２．５％

合 計 ６２ １００．０％ １５５．０％

度 数 パーセント 有効パーセント

赤字気味 ２１ ４７．７％ ４８．８％

収支バランス ２０ ４５．５％ ４６．５％

黒字 ２ ４．５％ ４．７％

合計 ４３ ９７．７％ １００．０％

無回答 １ ２．３％

合 計 ４４ １００．０％

応 答 数 ケースの
パーセント度 数 パーセント

近隣チラシ １９ １７．４％ ４４．２％

障害者事業所と連携 ８ ７．３％ １８．６％

町内会と連携 ９ ８．３％ ２０．９％

イベント等開催 ２１ １９．３％ ４８．８％

口コミ ２３ ２１．１％ ５３．５％

インターネット利用 １８ １６．５％ ４１．９％

その他（会費，行政から
の事業受託，人件費をか
けず一人で営業，副業と
して福祉事業を実施等）

１１ １０．１％ ２５．６％

合 計 １０９ １００．０％ ２５３．５％

度 数 パーセント 有効パーセント

自己所有 １４ ３１．８％ ３２．６％

公共施設 ５ １１．４％ １１．６％

空き家 ４ ９．１％ ９．３％

空き店舗 ８ １８．２％ １８．６％

その他（貸店舗，民間施
設の一部，元病院のスペー
ス，マンション１階店舗，
新設した高齢者住宅等）

１２ ２７．３％ ２７．９％

合計 ４３ ９７．７％ １００．０％

無回答 １ ２．３％

合 計 ４４ １００．０％

表１１ 建物の改修状況（複数回答）

⑬開業資金（複数回答）

開業資金については，自分たちで出資（自

己資金）（５２．５％），自治体・財団からの助成

金・補助金等（４５％）によるものが多い（表

１２参照）。

表１２ 開業資金（複数回答）

⑭地域食堂の採算

地域食堂の採算については，「赤字気味」

（４８．８％），「ほぼ収支のバランスが取れてい

る」（４６．５％）がそれぞれ約半数となってい

るが，黒字は５％程度にすぎず，経営的には

余裕がある状態とは言いにくいことがうかが

える（表１３参照）。

表１３ 地域食堂の採算レベル

⑮収入確保のための工夫（複数回答）

収入確保のための工夫していることについ

て（複数回答），口コミを利用（５３．５％），バ

ザー・イベント等の開催（４８．８％），近隣に

チラシを配布（４４．２％）およびインターネッ

ト利用（４１．９％）が主なものである（表１４参

照）。

表１４ 収入確保のための工夫（複数回答）

⑯地域食堂の最近１年間の収入・支出

最近１年間の収入は，３００万円以下が約５

割（４７．１％），売り上げの８５．７％が食堂の売

り上げによるものである。１年間の支出額も

収入額と同様３００万円以下が５割（５１．５％）

である（表は省略）。

⑰地域食堂運営に関わる助成金・補助金の有無

運営に関わる助成金・補助金の有無につい

て，２回以上というのが約６割と大半を占め

ており，１回以上の全体は累積パーセントで

８１．４％，「なし」は２割（１８．６％）となって

おり，立ち上げ，継続的な運営に経済的な支

援を必要としている背景がうかがわれる（表

１５参照）。

表１０ 建物の所有関係
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度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント

１回 １１ ２５．０％ ２５．６％ ２５．６％

２回以上 ２４ ５４．５％ ５５．８％ ８１．４％

なし ８ １８．２％ １８．６％ １００．０％

合計 ４３ ９７．７％ １００．０％

無回答 １ ２．３％

合 計 ４４ １００．０％

表１５ 助成金・補助金の有無

２）アンケート調査の小括

①地域食堂の設置・運営と目的

地域食堂の設置主体および運営主体とも

NPO法人が最も多く，建物の所有関係をみ
ると，設置者の自己所有，その他＜貸店舗・

元病院・民間施設の一部等＞となっており，

公共施設は意外に少ない。活動目的は，「地

域の活性化（賑わいの創出や居場所づくり等）」

および「高齢者の食生活支援」，「住民の食育

支援」や「世代間交流」あるいは「障がい者

の雇用」など，当該の地域課題に対する取り

組みを意識している。

②地域食堂の活動内容

営業日は，週５回，週６回そして毎日の順

となっており，営業時間は，６～７時間，ス

タッフについては，５人程度のスタッフの参

加による運営が基本となっている。食堂の利

用者数についてみると，１０人～２０人未満が約

半数であり，２０人～４０人未満が３割となって

いる。利用者数は，徒歩圏内の地域住民で女

性が多く，年齢層では６０歳代が多く，５０歳

代，７０歳代も少なくない。提供メニュー（事

業）は，食堂としての機能（食事の提供，飲

み物の提供）のほか，地域住民や障がい者施

設等が製作した小物や雑貨などの販売，サロ

ンの開催といった居場所づくりにも貢献して

いる。

③地域食堂の経営状況

開業資金については，自分たちで出資（自

己資金），自治体・財団からの助成金・補助

金等によるものが多い。最近１年間の収入・

支出は，３００万円以下が約５割となっている。

地域食堂の採算については，「赤字気味」，

「ほぼ収支のバランスが取れている」がそれ

ぞれ約半数となっているが，黒字は５％程度

にすぎず，経営的には余裕がある状態とはい

えないことがうかがえる。運営に関わる助成

金・補助金は，２回以上というのが約６割と

大半を占めており，立ち上げおよび継続的な

運営に経済的な支援を必要としていることが

分かる。

� 地域食堂実践の類型化
ここでは，先のアンケート調査対象４４か所

の運営主体，活動目的を参考にして運営形態

別に五つに分類（ワーカーズ運営型，住民主

体運営型，個人・有志運営型，母体組織運営

型，障がい者就労支援型）し，それぞれの類

型に該当する地域食堂の聞き取り事例を用い

て，その特徴を整理してみることにする。

①ワーカーズ運営型（１か所）

生協，農協組合員である女性たちによる別

の活動から出発し，地域食堂へと発展するも

のが多い。

ワーカーズの活動としてコミュニティ・レ

ストランＡを運営する代表は生活クラブ生協

の活動に参加していた経験を持ち，同時に，

知的障がい者の小規模作業所でも仕事をして

いた中で障がい者の就労や生活に対する希望

を知り，彼らとともに働く場を地域にたくさ

ん作りたいという思いからコミュニティ・レ

ストランを立ち上げ，ワーカーズ・コレクティ

ブの形で仲間と共同出資・共同経営をおこなっ

ている。この事例では，市内の文化会館に付

設しているため毎月の家賃の支払いがあるが，

会館の利用客による集客が見込めること，食

堂事業のほか，配食，制度外の福祉サービス

提供，福祉有償運送，行政からの受託事業

（介護予防，サロン活動，要介護認定を待つ

間のサービスを提供する軽度生活援助事業）

を実施している。

②住民主体運営型（１０か所）

町内会組織等が立ち上げ，地域住民が主体
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となって課題解決に取り組むものに見られる。

住民の協力が前提となるこの類型の運営課題

には，収益を上げること，担い手が不足・高

齢化しているため，現在の事業を継続，新た

な活動を進めていく経営を工夫することが挙

げられている。

地域食堂Ｂはその典型といえ，社会福祉協

議会の活動から地域の問題に関心を持った代

表や町内会会長が NPO法人を設立した。食
堂はコンビニエンスストアの空き店舗を利用，

運営は地域のボランティアによって支えられ

ている。現在，配食（４０食程度），週１回食

堂前広場を利用した買い物支援としての朝市

の開催，高齢者・子育てサロン（場所を提

供），学童保育（教育委員会から委託）をお

こなっている。

③個人・有志運営型（８か所注１）

総スタッフ数５人以内で個人や任意団体に

よる運営形態である。先のアンケートの中で

は，平均収入に達しない地域食堂は２か所，

収支状況が赤字と回答としている地域食堂が

６か所あった。運営課題としては，個人で経

営していることにより赤字を埋めるために他

の事業に着手する人的・経済的な余裕も期待

しにくく，地域食堂としての取り組みをどの

ように維持させていくかということが考えら

れる。

コミュニティ・レストランＣは，２階建て

の１階は食事スペース，２階は４部屋の宿泊

スペースがある。夫婦２人とパート２人体制

で経営しており，事業規模から考えて個人事

業としている（建物は個人の所有）。地域の

なかで居場所となる拠点を作りたいという思

いから地域食堂を始める人が多いが，飲食店

経営者としてはあくまで素人であるため，経

営的センスを持ちやりくりを考えることは難

しいと話していた。

④母体組織運営型（１５か所）

母体の NPO法人，合同会社等の事業の一
つに地域食堂を位置付けている。この類型に

ついては，母体となる組織で別の事業を展開

していること，自治体，社会福祉協議会等の

イベント時の連携・協力を得て活動している

ことが組織の強みとして表れているといえる。

全体としてみると収益は黒字，あるいはバラ

ンスが取れているが，地域食堂単体では赤字

である（９か所）。地域食堂として収益を上

げていくための組織力の活用が課題である。

地域食堂Ｄは，グループホーム等を運営す

る NPO法人が，町内会等に協力を働きかけ
た。２００４年から活動がスタートし，現在，週

１回２時間程度，診療所であった施設を会場

にして開催しているが，毎回５０名程度の参加

があり，地域の活動として定着している。

⑤障がい者就労支援型（１０か所）

社会福祉法人や NPO法人が障がい者の就
労支援をおこなう事業の一環として，取り組

んでいる注２。北海道ではカフェは３４か所，レ

ストラン等の食事処は６４か所となっている注３。

倉持（２０１４）が全国のコミュニティカフェを

対象に実施した調査では，約３割が障がい者

就労の場となっていることが明らかにされて

いる。

障がいを持つ人の職の自立を目指し，注文

を受けたり，配膳・下膳をおこない，利用客

への柔軟な対応を必要とする接客や調理等の

作業と経営を意識した取り組みのコーディネー

トが運営上の最大のポイントとなるといえる。

コミュニティレストランＥの運営主体はNPO
法人である。食堂事業は，自治体が障がい者

雇用対策の検討過程で，特例子会社等を通し

て障がい者雇用に取り組んでいる惣菜専門の

企業と提携して始まったが，農業生産・加工

をおこなうために立ち上げた株式会社（就労

継続支援Ａ型）の施設外就労として位置付け

られている。コミュニティレストランの目的

は，地産地消，食育支援の意味合いもあるが，

地域の利用客に障がいを持つ人たちが働く姿

を見て理解を深めてもらう拠点となることで

ある。
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４．考察

� 地域食堂に対する公的支援の必要性
設置主体および運営主体とも NPO法人が

最も多く，活動目的は，「地域の活性化（賑

わいの創出や居場所づくり等）」および「高

齢者の食生活支援」，「住民の食育支援」や

「世代間交流」あるいは「障がい者の雇用」

など，当該の地域課題に対する取り組みを意

識しており，少子高齢化あるいは過疎と商店

街の空洞化を受けた地域再生の担い手として

活動している。

使用建物は，設置者の自己所有，その他

＜貸店舗・元病院・民間施設の一部等＞となっ

ており，公共施設の利用は少ない。経営は３００

万程度の収入と支出で１日２０人程度の利用客

を支えているのが実態であるから，経営的な

安定は困難となっている。まちづくりを支え

る事業を担うこれらの取り組みの重要性を考

えると，食堂の維持費や人件費等の固定費用

の負担の軽減を図る上で公的施設の利用や借

り上げ費用の設定による公的支援の必要性は

高い。

� 複合的事業展開の工夫と開発
非営利組織の運営であるが，経営を継続的

に支えていくためには営利的な視点も必要と

いえ，例えば，大分大学福祉科学研究センター

（２０１１）の研究成果では，地産地消等の取り

組み，ワンデイシェフ制度，ボックスショッ

プ事業，地域密着型組織との連携を挙げてい

るが，今後は高齢者・障がい者の就労支援を

実現する社会参加の機会拡大を基本とした事

業運営が必要となるといえる。

� 生活支援サービス提供の拠点化
地域食堂の事業展開において，子育て支援

や見守り，サロン活動などを通じて地域コミュ

ニティの生活課題解決に向かう総合的な地域

の拠点となる取り組みがみられる。担い手と

なる高齢者が働き続けられる仕組み，障がい

者や未就労者の就労機会を提供する非営利活

動団体と行政との協働のあり方が地域福祉の

重要課題として問われる（杉岡ら２０１５）。ま

た，この問題に関わる中間支援組織の役割が

重要となることから，生活支援サービス提供

の拠点が地域課題の解決を担う組織として機

能しやすい制度運用が期待される。

【付記】

本研究は，「生活支援サービスを担う NPO
事業としての地域食堂の研究」（科研費基盤

研究（Ｃ）２０１４～２０１６年）の研究成果および

公益財団法人江頭ホスピタリティ事業振興財

団２０１５年度研究開発助成事業による研究成果

の一部である。

【謝辞】

郵送調査に協力頂いた地域食堂関係者の方々

には追加の面接調査の受け入れ打診にも引き

受けて頂くこととなり，厚くお礼申し上げま

す。また面接調査にご協力頂いた方々には多

忙な中，時間を取って頂き調査に協力頂いた

ことに対して厚くお礼申し上げます。

〔注〕

注１ 以前はワーカーズ・コレクティブで運営

をしていたものもあったが，現在は経営不

振から個人による運営へと移行しているケー

スもある。

注２ 全国的にも官公庁の喫茶店等を障がい者

の就労体験の場として展開しているケース

も多いが，北海道では，障がいのある方々

の就労支援の取組の一つとして，接客や給

仕などサービス業に就くためのスキルを身

につけた人材を育成するため，北海道の庁

舎等を活用しながら，授産製品の販売や障

がい者の就労訓練を行うカフェレストラン

を試行的に運営するとともに，収支や費用

対効果の検証及び運営上の課題の明確化を

図ることで，道内の市町村等における庁舎

等を活用したカフェ運営などの取組の普及

につなげるとして，２０１４年度に緊急雇用創

出推進事業「障がい者就労カフェ運営支援
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事業」を委託して実施している。

注３ ナイスハートネット北海道（https：／／nice
�heart�net．jp／（２０１５．１０．０１））より。なお，
これらの数値もシステムへの登録が任意と

なっているため，把握可能な数値は一部と

なっている。
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